補助金交付申請書兼実績報告書必要書類一覧
（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援）

全ての書類が揃っているか、以下のチェックリストを使用して確認してください。
（本チェックシートは、提出していただく必要はございません。）
★提出時の注意★
・本シートはＪＡＴＡへの窓口持ち込み及び郵送の参考としていただき、ＪＡＴＡ申請システムによる電子申請を行う際は申請ポータルサイトを参照してください。
　　◆ＵＲＬ: https://jata-shinsei.my.site.com/portal
・書類の提出部数は、正本１部です。
・なお、提出書類はすべてＡ４・片面とし、製本（糊付け・ホチキス止めを含む。）はせずにクリップ止めとしてください。
・同じ型式かつ補助対象経費が同額の複数車両において、１申請につき、最大２０台までまとめて提出することができます。
· (1) 交付規程第１の２号様式（交付申請書兼実績報告書）
· (2) 交付規程第１の２号様式（その２）で該当するもの
【補助対象装置・対象車種】
公募要領３．（２）、（３）参照
申請する装置が装置毎の対象車種・対象車両総重量であるか確認
· (3) 交付規程第10号様式（請求書）
· (4) 申請者（リース事業者の場合は、当該補助対象機器の貸し渡し先の自動車運送事業）が運送事業を営んでいることを証する書類、申請者の資産及び負債に関する書類並びに中小企業基本法第２条第１項第１号に掲げる中小企業者若しくは中小企業等協同組合法第３条に掲げる事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合であることを証する書類（旅客自動車運送事業等報告規則第２条又は貨物自動車運送事業報告規則第２条に掲げる事業報告書の直近事業年度分の「資本金の額・従業員数の記載があるページ」、「損益計算書のページ」、「貸借対照表のページ」）
· (5) 当該補助金の申請をするにあたり必要な事項への宣誓書（公募要領別紙様式１）
(6) 補助対象装置を装着した車両を購入した際の領収書の写し（登録番号又は車台番号が記載されたもの。）

· (7) 補助対象装置の設置したこと及び補助対象装置の単価（消費税除き）を確認するに足りる書類として、①納品書の写し（各装置価格の値引き後　の単価が内訳としてわかるもの）若しくは②搭載証明書（購入車両に装着されている事を証明し、かつ購入時の値引き後の単価がわかるもの）。
なお、①、②については、登録番号又は車台番号が記載されたものとする。
· (8)（申請者がリース事業者の場合）賃貸契約書の写し及び貸与料金算定根拠明細書
· (9)（申請者がリース事業者の場合）申請者の営む主な事業及びその内容並びに申請者の資産及び負債についてわかる書類（履歴事項全部証明書の写し、貸借対照表及び損益計算書等）
· 募集期間内において、２件以上の申請を行う場合においては、事前に提出することにより、以後の提出を省略することができる。
· (10) （申請者がリース会社の場合で当初のリース契約期間が財産処分制限期間を満たしていない場合)取得から財産処分制限期間を満たすまでの間、自動車運送事業者へ当該補助対象となる機器を貸渡すことを証する書類
(トラック・タクシー４年、バス５年)
· (11) 自動車検査証の写し(新車新規登録時のもの)
· (12)（補助金優先採択を希望する場合）従業員への賃上げ計画の表明書（公募要領別紙様式２）、賃上げを表明した年度とその前年度の「法人事業概況説明書」及び賃上げを表明した暦年とその前年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」
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第　　　　　　　号
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申請者　  住　所　〒160-****東京都新宿区四谷〇丁目◇番
氏名又は名称　有限会社　輸送技術運輸
代表者役職・氏名　代表取締役　輸送　一郎
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令和５年度被害者保護増進等事業費補助金
（自動車運送事業の安全総合対策事業の部）交付申請書兼実績報告書
令和５年度被害者保護増進等事業費補助金（自動車運送事業の安全総合対策事業の部）交付規程（以下「交付規程」という。）第４条第２項の規定に基づき下記のとおり申請及び報告します。
なお、補助事業の実施に当たり、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び交付規程の定めるところに従います。

１　補助対象事業の内容　
先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援

２　補助対象経費　　　　　　　金  3,000,000円
３　補助金交付申請額　　　　　金　　600,000円
４　 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
	責任者
連絡先
	責任者（所属部署・職名・氏名）企画部長　輸送　三郎

	
	電話番号　123-456-7892

	
	Eメールアドレス　0123456＠yuso.c*m

	担当者
連絡先
	担当者（所属部署・職名・氏名）企画部 主任　輸送　太郎

	
	住所　〒160-**** 東京都新宿区四谷〇丁目◇番地

	
	電話番号　123-456-7891

	
	Eメールアドレス　987654yuso.c*m


５　添付書類
　  (1)　申請者の営む主な事業及びその内容

　  (2)　申請者の資産及び負債に関する事項

　  (3)　補助対象事業に関する収支予算書
　  (4)　その他補助金の交付に関して参考となる書類

第１の２号様式（その２)【先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援に限る。】

１．補助事業に要した経費 
	経 費 名
	経費配分額
	経 費 使 用 明 細 書

	
	
	基　数
	単　価

	(○)衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）　の導入
	　　　 900,000　円
	　　　　　３　両
	300,000　円

	(○)車間距離制御装置＋

車線維持支援制御装置　の導入
	　　　 180,000　円
	　　　　　３　両
	　　　60,000　円

	(○)ドライバー異常時

対応システム　の導入
	　　　 750,000　円
	　　　　　３　両
	　   250,000　円

	(○)先進ライト　の導入
	420,000  円
	３　両
	140,000  円

	(○)側方衝突警報装置　の導入
	450,000  円
	３　両
	150,000  円

	( )統合制御型可変式

速度超過抑制装置　の導入
	0  円
	両
	円

	(○)アルコール・インターロック

の導入
	282,000  円
	３　両
	94,000　円

	( )事故自動通報システム　の導入
	18,000  円
	３　両
	6,000  円

	合　　　計
	　　 3,000,000　円
	
	


　　＊経費使用明細書の根拠となる内訳書を添付すること。
　　内訳　Ａ衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）：（3.5t超のトラック・バス）
　　　　　　　１車両あたり 300,000 円×1/2＝ 150,000 円 上限額：100,000円

　　　　　Ｂ車間距離制御装置＋車線維持支援制御装置：（トラック・バス・タクシー）
　　　　　　　１車両あたり  60,000 円×1/2＝  30,000 円 上限額：100,000円
      　　Ｃドライバー異常時対応システム：（トラック・バス・タクシー）
　　　　　　　１車両あたり 250,000 円×1/2＝ 125,000 円 上限額：100,000円

      　　Ｄ先進ライト：（3.5t超のトラック・バス・タクシー）

　　　　　　　１車両あたり 140,000 円×1/2＝  70,000 円 上限額：100,000円

　　　　　Ｅ側方衝突警報装置：（3.5t超のトラック・バス）
　　　　　　　１車両あたり 150,000 円×1/2＝  75,000 円 上限額： 50,000円
　　　　　Ｆ統合制御型速度超過抑制装置：（バス）
　　　　　　　１車両あたり　　　 0 円×1/2＝　　　 0 円 上限額：100,000円

Ｇアルコール・インターロック：（トラック・バス・タクシー）
　　　　　　　１車両あたり  94,000 円×1/2＝  47,000 円 上限額：100,000円
Ｈ事故自動通報システム：（トラック・バス・タクシー）
　　　　　　　１車両あたり  12,000 円×1/2＝   6,000 円
上限額(後付け以外):50,000円

上限額(後付け・ｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ以外):30,000円
上限額(後付け・ｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ):月額料金　 1,000 円×12ヶ月×1/2＝    6,000 円

　　　　　Ｉ１車両あたり合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ）　  397,000 円
上限額：200,000円(トラック)
300,000円(バ　ス)

150,000円(タクシー)
　　　　　　【補助金額合計】　Ｉ 200,000 円×   3 両＝ 600,000 円
　　　＊トラックにはトラクタ（第５輪荷重を有するもの）を含む。
※１　消費税は含まずに算出すること。

※２　補助金申請額の算出において、100円未満の端数が発生した場合には、100円未満の金額を切り捨てる。
２．完了した補助対象事業の概要　（整備実績（整備地域・営業所、車両数等）の概略を記載する。）
営業所名等　有限会社　輸送技術運輸
　　　　　　東京営業所（配置車両数　　２０両）装置導入車両数　　１両
　　　　　　横浜営業所（配置車両数　　５０両）装置導入車両数　　２両
　　　　　　　　営業所（配置車両数　　　　両）装置導入車両数　　　両
　　　　　　　　営業所（配置車両数　　　　両）装置導入車両数　　　両
　　　　　　　　営業所（配置車両数　　　　両）装置導入車両数　　　両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　　　　３両

３．補助事業の完了年月日
令和　５年　８月　１日
＊その他補助事業が完了したことを確認するに足りる書類（車検証の写し等）を添付すること。
４．申請者法人番号
申請者法人番号（13桁）　：　1234567890123
第10号様式（第14条関係）

第　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日

公益財団法人　日本自動車輸送技術協会
会　長  　内　藤　　政　彦　　殿
申請者  　住　所　〒160-****東京都新宿区四谷〇丁目◇番
氏名又は名称　有限会社 輸送技術運輸
代表者役職・氏名　代表取締役 輸送 一郎
(貸渡し先（リースの場合）　　　       　　　　　　）

令和５年度被害者保護増進等事業費補助金
（自動車運送事業の安全総合対策事業の部）請求書
　令和５年度被害者保護増進等事業費補助金（自動車運送事業の安全総合対策事業の部）に係る補助対象事業については、額の確定に基づき、下記のとおり支払を請求いたします。
記

	１．請求金額
	請求額合計　　金
	　　　　　　　　　　　　600,000　円

	２．受　取　人
（口座名義）
	フ リ ガ ナ
	　ﾕｳｹﾞﾝｶﾞｲｼｬﾕｿｳｷﾞｼﾞｭﾂｳﾝﾕ

	
	氏      名
	　有限会社　輸送技術運輸

	３．振込先金融
機関及び
支店名
	輸送
	銀行
	四ツ谷
	支　店

	
	
	金庫
	
	

	
	
	組合
	
	

	
	＊該当に○を付す。

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	４．預金種別
	当座預金　　　　・　　　　　　　普通預金
＊いずれかに○を付す。

	５．口座番号
	１２３４５６７


１　 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
	責任者
連絡先
	責任者（所属部署・職名・氏名）企画部長　輸送　三郎

	
	電話番号　123-456-7892

	
	Eメールアドレス　0123456＠yuso.c*m

	担当者
連絡先
	担当者（所属部署・職名・氏名） 企画部　主任　輸送　太郎

	
	住所　〒160-**** 東京都新宿区四谷〇丁目◇番地

	
	電話番号　123-456-7891

	
	Eメールアドレス　987654yuso.c*m


別紙様式１
公益財団法人　日本自動車輸送技術協会
会長　内藤　政彦　殿

宣　　誓　　書


当社は、令和５年度事故防止対策支援推進事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援に限る）に係る申請において、以下について相違ないことを宣誓いたします。
○　国が交付する他の補助金（国が特殊法人等を通じて交付する補助金を含む。以下同じ。）を受けていないこと及び当該補助金の交付を受ける場合には、国が交付する他の補助金を受けません。
○　「旅客自動車運送事業に係る安全マネジメントに関する指針」（平成18年９月19日国土交通省告示第1087号）または「貨物自動車運送事業に係る安全マネジメントに関する指針」（平成18年９月19日国土交通省告示第1090号）に基づく安全マネジメントを実施し、輸送の安全性の向上に努めています。（申請者がリース事業者の場合、貸し渡し先運送事業者が実施）
〇　令和５年度被害者保護増進等事業費補助金に係る補助対象事業（自動車運送事業の安全総合対策事業）を完了し、事業に要する下記の経費を自ら支出したことを確約します。
〇　申請する日から、過去３年の間において、これらの法律（道路運送法、貨物自動車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法、又は特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法）に基づく行政処分（警告、勧告は含まず）を受けていません。。（申請者がリース事業者の場合、貸し渡し先運送事業者が当該行政処分を受けていないこと）
記
支出額　　　  　　　金3,000,000円
以上のとおり相違ないことを宣誓いたします。

令和　５年　９月　１日
住　　所　東京都新宿区四谷〇丁目◇番
氏名及び名称　有限会社　輸送技術運輸
代表取締役　輸送　一郎








　　　　　　　






別紙様式２
公益財団法人　日本自動車輸送技術協会
会長　内藤　政彦　殿

従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、令和５年度（又は令和５年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）1.5％以上引き上げることを表明いたします。

　また、以上のことについて従業員と合意したことを表明いたします。

令和　５年　９月　１日
住　　所　　　　　〒160-++++ 東京都新宿区四谷〇丁目◇番
氏名及び名称　有限会社　輸送技術運輸
代表取締役　輸送　一郎

　以上の内容について、我々従業員は、下記のとおり代表者より表明を受けました。


記
　　表明を受けた日　　令和　５年　８月　２０日
　　表明の方法　　　　　　事業所において代表者より口頭で表明を受けた。




令和　５年　９月　１日

　事業所名称
　従業員代表　　　　　　　　　　　　氏名　技術　太郎
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　安全　花子



	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	リ ー ス 料 金 算 定 根 拠 明 細 書
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	申請者氏名又は名称
	

	
	
	
	
	
	

	車　　名
	：
	
	
	

	型　　式
	：
	
	
	

	登録番号
	：
	
	
	

	貸与先
	：
	
	
	

	貸与月数
	：
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	単位：円　消費税抜き
	

	項　目
	通常料金
	補助金適用料金
	備　考
	

	車両価格
	
	
	　
	

	補助金
	
	
	　
	

	小計（①）
	
	
	　
	

	諸税等
	
	
	　
	

	金利等
	
	
	　
	

	小計（②）
	
	
	　
	

	残存価格（③）
	
	
	　
	

	合　計（①＋②－③）
	
	
	　
	

	リース料月額
	
	
	　
	


	責任者
連絡先
	責任者（所属部署・職名・氏名）　

	
	電話番号　

	
	Eメールアドレス　　　　　　　　　

	担当者
連絡先
	担当者（所属部署・職名・氏名） 

	
	住所　〒

	
	電話番号　

	
	Eメールアドレス　　　　　　


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	リ ー ス 料 金 算 定 根 拠 明 細 書
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	申請者氏名又は名称　株式会社輸送リース
	

	
	
	
	
	
	

	車　　名
	：
	○○自動車
	
	

	型　　式
	：
	＊＊
	
	

	登録番号
	：
	横浜△△あ１１１１
	
	

	貸与先
	：
	株式会社　ＪＡＴＡ運輸
	
	

	貸与月数
	：
	６0ヶ月
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	単位：円　消費税抜き
	

	項　目
	通常料金
	補助金適用料金
	備　考
	

	車両価格
	１０，６００，０００
	１０，６００，０００
	　
	

	補助金
	０
	２００，０００
	被害者保護増進等事業費補助金　200,000円
	

	小計（①）
	１０，６００，０００
	９，２２０，０００
	　
	

	諸税等
	２６８，４００
	２６８，４００
	　
	

	金利等
	８６５，５００
	８５０，０００
	　
	

	小計（②）
	１，１３３，９００
	１，１１８，４００
	　
	

	残存価格（③）
	１００，０００
	１００，０００
	　
	

	合　計（①＋②－③）
	１１，６３３，９００
	１１，４１８，４００
	　
	

	リース料月額
	１９３，８９８
	１９０，３０７
	　
	



	責任者
連絡先
	責任者（所属部署・職名・氏名）　企画部　課長　輸送　次郎

	
	電話番号　987-654-32102

	
	Eメールアドレス　　　　　　　　　　　　　abcdef＠rease.jata

	担当者
連絡先
	担当者（所属部署・職名・氏名） 企画部　輸送　四郎

	
	住所　〒160-++++ 東京都新宿区四谷〇

	
	電話番号　987-654-32113

	
	Eメールアドレス　　　　　　　　　　　　　mnbnvc＠rease.jata



	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	リ ー ス 料 金 算 定 根 拠 明 細 書
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	申請者氏名又は名称　株式会社輸送リース
	

	
	
	
	
	
	

	車　　名
	：
	○○自動車
	
	

	型　　式
	：
	＊＊
	
	

	登録番号
	：
	横浜△△あ１１１１
	
	

	貸与先
	：
	株式会社　ＪＡＴＡ運輸
	
	

	貸与月数
	：
	６0ヶ月
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	単位：円　消費税抜き
	

	項　目
	通常料金
	補助金適用料金
	備　考
	

	車両価格
	１０，６００，０００
	１０，６００，０００
	　
	

	補助金
	０
	０
	被害者保護増進等事業費補助金　200,000円は貸与先に一括還元
	

	小計（①）
	１０，６００，０００
	１０，６００，０００
	　
	

	諸税等
	２６８，４００
	２６８，４００
	　
	

	金利等
	８６５，５００
	８６５，５００
	　
	

	小計（②）
	１，１３３，９００
	１，１３３，９００
	　
	

	残存価格（③）
	１００，０００
	１００，０００
	　
	

	合　計（①＋②－③）
	１１，６３３，９００
	１１，６３３，９００
	　
	

	リース料月額
	１９３，８９８
	１９３，８９８
	　
	



	責任者
連絡先
	責任者（所属部署・職名・氏名）　企画部　課長　輸送　次郎

	
	電話番号　987-654-32102

	
	Eメールアドレス　　　　　　　　　　　　　abcdef＠rease.jata

	担当者
連絡先
	担当者（所属部署・職名・氏名） 企画部　輸送　四郎

	
	住所　〒160-++++ 東京都新宿区四谷〇

	
	電話番号　987-654-32113

	
	Eメールアドレス　　　　　　　　　　　　　mnbnvc＠rease.jata



番号は申請者の任意です。


（決裁番号があれば記入）


必ず、申請日を記載します。








住所は都道府県名から記載します。





役職名を忘れないで下さい。


（現在事項全部証明書と同じ）





リースの場合はリース会社が申請者となります。





第１の２号様式（その２)に記載する、１．補助事業に要した経費の合計額を記載します。





第１の２号様式（その２)に記載する、１．補助金額合計を記載します。





本申請に係る社内責任者・担当者の連絡先等を記載してください。





装置代の単価を記載してください。





導入した装置に〇を記載します。





ディーラーへ支払った装置代（総額）を記載します。





補助対象車種（Ａの場合は「3.5ｔ超のトラック」）に該当する項目を記載例のように囲います。





算出額と上限額を比べて低い額を記載例のように囲います。





算出額と上限額を比べて低い額を記載例のように囲います。





それぞれの項目について算出額と上限額を比べて低い額の合計を記載します。





補助対象車両数を記載します。





申請日時点の配置営業所の車両数を記載します。





事業者名（エンドユーザー）を記載します。





全ての補助対象装置の導入（通常は新車新規登録）が完了した日（複数車両申請の場合は、最後に車両導入が完了した日）を記載します。





番号は申請者の任意です。


決裁番号等あれば記載します。





交付申請書兼実績申請書（第1の２号様式）等に記載した申請者（住所、氏名、名称）と一致すること。


リースの場合はリース事業者が請求する。





申請日は空欄のままでお願いします。





役職名を忘れないでください。


（現在事項全部証明書と同じ）





第１の２号様式（交付申請書兼完了実績報告書）の補助金交付申請額と一致していることを確認して下さい。





口座番号等、お間違えの無いよう確認して下さい。





本申請に係る社内責任者・担当者の連絡先等を記載してください。





第１の２号様式（交付申請書兼完了実績報告書）の補助対象経費と一致していることを確認して下さい。





第１の２号様式（交付申請書兼実績申請書）に記載した日付を記載してください。








交付申請書兼実績申請書（第1の２号様式）等に記載した申請者（住所、氏名、名称）と一致すること。


リースの場合は、リース会社が申請者となります。





住所は都道府県名から記載します。





第１の２号様式（交付申請書兼実績申請書）に記載した代表者の役職及び氏名を記載してください。


。








旅客自動車運送事業等報告規則第２条又は貨物自動車運送事業報告規則第２条に掲げる


事業報告書





リース事業者の場合は、貸し渡し先の自動車運送事業者の事業報告書





直近事業年度分から抜粋したもの





旅客自動車運送事業等報告規則第２条又は貨物自動車運送事業報告規則第２条に掲げる


事業報告書








資本金、従業員数の記載があるページを


添付すること





直近事業年度分から抜粋したもの








旅客自動車運送事業等報告規則第２条又は貨物自動車運送事業報告規則第２条に掲げる


事業報告書





直近事業年度分から抜粋したもの





旅客自動車運送事業等報告規則第２条又は貨物自動車運送事業報告規則第２条に掲げる


事業報告書





直近事業年度分から抜粋したもの





第１の２号様式（交付申請書兼実績申請書）に記載した日付を記載してください。








交付申請書兼実績申請書（第1の２号様式）等に記載した申請者（住所、氏名、名称）と一致すること。


リースの場合は、リース会社が申請者となります。





第１の２号様式（交付申請書兼実績申請書）に記載した代表者の役職及び氏名を記載してください。








表明を受けた日は、申請日以前であること。


表明の方法は簡潔に記載すること。（自由記載）








申請日以前であること。





代表者と同一人物ではないこと。





書式は、各社使用のもので可





第１の２号様式（交付申請書兼実績申請書）に記載した代表者の役職及び氏名を記載してください。





書式は、各社使用のもので可


（リース会社が申請する場合のみ）





書式は、各社使用のもので可


（リース会社が申請する場合のみ）





リース料金算定根拠明細書の記入例


（リース料金に反映した場合）





財産処分の制限期間の期間内以上として下さい。なお、満たしていない場合には、満たすまでの間、自動車運送事業へ当該補助対象機器を貸渡すことを証する書面を提出してください。





自動車税、取得税等がリース契約に含まれているときに記載。





通常料金から補助金適用料金を引いた額が補助金額以上であること。





リース契約書と同額であること。





本申請に係る責任者・担当者の連絡先等記載してください。





リース料金算定根拠明細書の記入例


（補助金金額を一括還元する場合）





財産処分の制限期間の期間内以上として下さい。なお、満たしていない場合には、満たすまでの間、自動車運送事業へ当該補助対象機器を貸渡すことを証する書面を提出してください。





自動車税、取得税等がリース契約に含まれているときに記載。





リース契約書と同額であること。





本申請に係る責任者・担当者の連絡先等記載してください。








